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１　初めに

従来の管理会計発達史論 1） は、今では管理会計
イノベーションの変化・普及のプロセスとして
論じられることがある。そして、その場合の基

礎理論の一つに、社会学的な方法であるアクター
ネットワーク理論 2）（Actor-Networks Theory: 以
下 ANT）がある。本稿は、三人のフランス研究
者 3） の手による Alcouffe et al. （2008）が、この
アクターネットワーク理論によって戦後を中心
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１  初めに
２  管理会計発達史論の伝統と革新
    ―アクターネットワーク理論（ANT）による考察をめぐって―

  2.1  管理会計の発展と変化
  2.2  GPM の失敗と ABC の成功―そこから何が明らかになったのか
３  MSH/GPM と ABC/TDABC との比較検討から見えるもの
  3.1  ヘルスケアにおける TDABC の「共通情報基盤」としての役割
  3.2  パラドックス状況のなかを貫徹する会計原理
４  結び―管理会計発達史論の行方

1 ） 従来の管理会計発達史論に関する先行研究のうち、英
米関連のものは拙稿（1991）を参照。またフランス関連
のものは拙著（1996）において簡単な整理がなされてい
るので参照されたい。ちなみに本稿では、日米で用いら
れる用語としての原価計算（cost accounting）と管理会
計（management accounting）という用語とフランスでそ
れらに対応する用語との違いに気を配っている。日米で
の原価計算（cost accounting）は、フランスの管理会計

（comptabilité de gestion） に対応し、日米の管理会計（man-
agement accounting）に対応する用語は、フランスでは内
容的にはマネジメント・コントロール（contrôle de ges-
tion）であると言えるであろう。本稿での原価計算と管理
会計のそれぞれの用語法はフランスのそれに近く、原価
計算と管理会計とをそれほど区別しないで用いているが、
その両者とマネジメント・コントロールとは明確に峻別
する立場をとっている。ちなみに、本稿でのマネジメン

ト・コントロールの定義としては、Bouquin （1991）に拠
り、「管理者が業務コントロールのおかげで、戦略的選
択と当座の行動が一貫性を持つであろうこと、持ってい
ること、持ったことを保証するプロセスとシステム」

（p.35）としておきたい。また、管理会計の定義もごく簡
単に「貨幣的フローのモデル化の一つ」としておきたい。

    その辺の事情を考慮しながら、小論をお読みいただ
きたい。

2 ） この内容については、本文のなかで後述される。ち
なみに、わが国ではアクターネットワーク理論自体を
取り上げたものは少なく、國部（2013）や潮＆足立

（2009）はその中の貴重な論考である。
3 ） ここで３人のフランスの研究者とは、リヨン・ビジ
ネススクールのシモン・アルクフ教授、パリ第９大学
のニコラ・ベルラン教授およびリール大学のイヴ・ル
バン教授の３人である。
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としたフランス管理会計の「変化」の一面を紐
解こうとした意味を問うことを契機としている。

実は、これには次のような理由がある。つま
り、筆者は上記三人の研究者の一人であるパリ
第９大学のニコラ・ベルラン教授と20年来の研
究者仲間であるが、彼が共著論文であるとはい
え、アクターネットワーク理論のような研究方
法を用いて論考をまとめるなど考えもしなかっ
たからである 4）。後述するように、確かにアク
ターネットワーク理論という方法を用いた分析
は明快であり、そこに登場する多くのアクター
とそのネットワーク作りが織りなす管理会計
ツールの形成と展開という“ドラマ”を見事に
描き出すことに成功していることは、十分に了
解できるからである。

しかし、この論考を通読したあと、一つの疑
問が残ってしまった。それは何かというと、彼
らがこの論考によって何を明らかにしようとし
たのかという根本的な問題であった。なるほど、
彼らは論文の冒頭に、次のように記している。
つまり「本研究は管理会計の普及をアクター
ネットワークの構築と翻訳のプロセスとして見
ることに関心があり、その目的は会計変化の特
徴をよりよく理解することである 5）」と。しか
し、そこでいう「会計変化の特徴」とは何であ
ろうか。会計変化・普及の特徴をよりよく理解
するという目的が、管理会計研究、とりわけフ
ランス管理会計研究にとって一体どのような意
味を持つのであろうか。そうした素朴な疑問か

ら本稿は書き起こされている。つまりそこから、
彼らが採用するアクターネットワーク理論とい
う、主としてフランス社会学の領域で形成され、
英国の会計学領域で採用されてきた方法とその
目的に筆者の関心と幾つかの疑問が向けられた
のである。

そこで本稿は、まずフランスでかつて考案さ
れた同質セクション法（以下 MSH）と Georges 

Perrin Method （以下 GPM、後の UVA 法） 6）と
1980年代以降の米国で生みだされた活動基準原
価計算（以下 ABC）の３つの管理会計ツールを
アクターネットワーク理論によって考察した彼
らの論考を取り上げ、その結果と意義を考察し
た。その後 ABC から派生した時間駆動型活動基
準原価計算（以下 TDABC）というツールを加
えた、２組４つの管理会計ツールを素材として
筆者独自の考察を行う。そこでは、フランス管
理会計の重鎮 H. ブッカン 7） の４つのツールをめ
ぐる研究活動と彼のネットワーク構築活動を中

4 ） さらに彼らの共著論文を読むと、筆者がこの20年以
上にわたって行ってきた研究の過程を彼らがほんの17
頁ほどの頁数で再現するかたちを取っていることが理
解されよう。

5 ） Alcouffe et al. （2008）, p.1.  この引用文から理解される
ように、管理会計の「普及」と「翻訳」、それから「変
化」という用語がほぼ同じような意味で用いられてい
ることに注目しておきたい。

6 ） 同質セクション法（以下 MSH）と Georges Perrin 
Method （以下 GPM）の詳細については、拙著（2009）
および拙稿（2014）を参照されたい。GPM は後に名称
を UVA 法と変更するが、その UVA 法の構造と機能に
ついては拙稿（2014）に詳しい。ちなみに、Alcouffe et 
al. （2008）での GPM の解説部分を引用しておきたい。

「原価のあるべき分割（配賦）を求めるのではなく、生
産の統合を達成する一つの標準に力点を移すことがで
きる。製品のミックスがどうであれ、GP と呼ばれる測
定の共通単位を用いるのが目標であった。」「その論理
は、…ひとつの工場では、各作業活動は GP 単位で計
算される一定の時間をもつ。各活動の作業時間が分か
れば各製品を製造するのに必要な GP 単位数を計算す
ることができる。そこで、工場全体のアウトプットが
ある所与の期間の GP 単位で計算されうる。ある GP 単
位に関わる生産原価はそれゆえ計算できる。それはそ
の期間の企業費用と運営費を同じ期間に生産された GP
換算値で測定された製品数量で割ったものに等しい。」

（p.5）以上の説明からも、本稿の第４節で紹介する UVA
法と同じ計算構造をもっていることが理解されよう。

7 ） パリ第９大学の元教授で、フランスにおけるマネジ
メント・コントロール論、管理会計論の第一人者。2012
年に逝去。
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心として回顧し、そこでの分析結果を基礎とし
ながら、考察の対象をヘルスケアという少々特
殊な領域に移して課題に接近している。本稿は、
そのことを通して「管理会計イノベーションの
普及」の意味を歴史的かつ理論的な視点から明
らかにすることを目的としている。ちなみに本
稿でも Alcouffe et al. （2008）に倣い、「普及」、

「翻訳」および「変化」という用語をほぼ同じ意
味を持つものとして用いることにしよう。

そうした目的を掲げて考察を行うプロセスの
なかで一つ明らかになったことがある。それは
何かといえば、管理会計の「発展論」と「変化
論」という大きな研究の系譜の存在である。こ
れが浮き彫りになったことである。これらの２
つの系譜の存在が考察の上で重要な手がかりを
与えてくれているからである。本稿はここで明
らかになった管理会計の「発展論」と「変化論」
の２つの系譜を分析のための概念として、表題
の「管理会計イノベーションの普及」の意味を
闡明することになっている。

さて本稿は、以上の問題意識のもとに、次の
ような構成をとっている。まず次節では、上記
の２つの系譜の特質を簡単に整理することから
始めている。つまり、本稿での課題に関わると
思われる重要な先行研究を取り上げ、そこから
管理会計の「発展論」と「変化論」という研究
の２つの系譜を導出し、その両者の特徴を対照
的な形で明らかにしている。そして、これを管
理会計発達史論の伝統と革新を捉えるための分
析概念とした。 そのうえで、Alcouffe et al. 

（2008）がアクターネットワーク理論によって
行った GPM と ABC を素材にした「管理会計イ
ノベーションの普及」の考察の意味を明らかに
する。そこではとりわけ、アクターネットワー
ク理論がイノベーションの成功をパラドックス

として捉える点と、H. ブッカンのネットワーク
構築上のアクターとしての行動の独自性に注目
している。また、この段階ではまだ管理会計ツー
ルの一つである TDABC が提案されていないこ
とが、本稿の課題との関わりで重要な論点となっ
ていることを確認しておきたい。

次の第３節では、その TDABC が提案された
段階で、 筆者が行っ た MSH /GPM と ABC/
TDABC の比較検討の結果を簡単に紹介してい
る。拙稿（2014）では、Alcouffe et al. （2008）と
は違った視点から「管理会計イノベーションの
普及」の考察の意味を明らかにしようとしたが、
そのなかで、Alcouffe et al. （2008）でも取り上げ
られ、かつ筆者が長年追跡してきた H. ブッカン
の業績を再度紐解き、改めてその研究活動と研
究ネットワーク構築活動を分析している。そし
てそのことを通して、フランス管理会計論にお
けるアクターネットワーク理論の貢献とその限
界を明らかにしている。以上の考察を踏まえ、
最後の第４節では、管理会計発達史論を展望す
る視点から、全体を総括している。

ここで、結論を少し先取りしておけば、本研
究は管理会計の「発展論」と「変化論」という
２つの系譜を基本的な分析概念とし、そのうえ
で「変化論」の系譜にあるアクターネットワー
ク理論によるフランス管理会計の分析の意味を
検討した。アクターネットワーク理論が（管理
会計ツールを含む）すべてのイノベーションの
成功をパラドックスとして捉えることから、そ
うした議論は必ずやコントロール論特有のパラ
ドックスを持ち込まざるをえなくなるというこ
とである。そして、それは必然的に議論が管理
会計論からコントロール論の領域に入り込んで
いく可能性を持つということである。
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２　‌‌管理会計発達史論の伝統と革新‌ ‌
―アクターネットワーク理論（ANT）によ
る考察をめぐって―

まず本節では、筆者がフランス人研究者達に
よる考察を契機として獲得した管理会計発達史
論の伝統と革新の構図を整理しておきたい。

筆者は長きにわたって管理会計発達史論 8） を
研究対象としてきたが、なかでも1980年代に揺
籃し、90年代以降に結実する『レレバンス・ロ
スト』 9）論争の持つ意義を追い求めてきた。『レ
レバンス・ロスト』の著者らによれば、それま
での管理会計発達史論に批判的な立場からでは
あるが 10）、1925年までに管理会計の基本的な構
造が完成し、その後1985年に至る60年間にはい
くつかの例外を除き、発展と呼べるものはなかっ
たことになっている。つまり彼らによれば、「実
質的に、1925年までに今日利用されている全て
の管理会計実務は開発されてしまっていた。す
なわち、労務費、材料費、製造間接費の原価諸
勘定とか、現金、損益、資本に関する予算とか、
変動予算、販売予算、標準原価、差異分析、振
替価格、 そして事業部の業績測定尺度であ
る 11）。」そこでは、財務会計精神が管理会計のそ
れを凌駕したことによって、管理会計の発展が
妨げられたことが主要な原因の一つとなってい
た 12）。この財務会計精神の勝利に関しても、本
書の冒頭に次のように述べている。「今日の管理
会計情報は、企業の財務報告システムの手続き

やサイクルで生み出されているが、非常に遅延
するし、概括的でかつ歪められているので、管
理者が計画を設定したり意思決定するのに適切
でない。四半期あるいは年次の利益目標に到達
することが強調されているので、内部会計シス
テムは、わずかに月次損益報告書を作成するこ
とに焦点をあてているにすぎない。また、月次
もしくは四半期の損益数値を計算するためにか
なりの経営資源が振り向けられているにもかか
わらず、その数値はその期間に発生した経済価
値の実際の増減を測定していない 13）」と。

こうした『レレバンス・ロスト』における「管
理会計情報の関連性の喪失」という問題提起は、
その当時、キャプランが Kaplan （1982）で展開
していた計量的管理会計の隆盛を考慮するなら
ば、ほんとうに衝撃的な出来事であったことは
間違いない。筆者も彼らの問題提起を自らの問
題として捉え、それに対する方策を模索し始め
たときであった 14）。

まさにそうしたときにではあるが、この『レ
レバンス・ロスト』論争とは違った視点から管
理会計発達史論を冷静に論じる研究がすでに1980
年代に生起しつつあったことを、筆者は迂闊に
も失念していた。というよりも、今世紀に入っ

8 ） 本稿では、管理会計発達史論でいう「発達」とここ
でいう「発展」とを同じ意味で用いている。

9 ）  Johnson and Kaplan （1987）.
10） そのように考える理由については、拙稿（1991）に

おける『レレバンス・ロスト』論争の評価を参照され
たい。

11）  Johnson and Kaplan （1987）, p.12.（邦訳10頁）

12） この『レレバンス・ロスト』に関して、筆者はかつ
て「３つのレレバンス・ロスト」という考え方を提示
したことがある。その「３つのレレバンス・ロスト」の
一つ目は会計研究領域内からの会計批判であり、まさ
にキャプラン＝ジョンソンらの本来の『レレバンス・
ロスト』の提案である。二つ目の「レレバンス・ロス
ト」とは生産現場からの会計批判であり、ジョンソン
＆ブロムス（2002）始め、最近では河田＆今井（2011）
による生産現場からみた会計批判である。そして、最
後は資本市場を軸に据えた視点からの会計批判である。
言うまでもなく価値ベースのマネジメント（VBM）論
からの会計、会計数値批判である。特に、この最後の
資本市場からの会計批判は、歴史的に見ても米国のビジ
ネスモデル改革において極めて重要な役割を担ってきた。

13）  Johnson and Kaplan （1987）, p.1.（邦訳１頁）
14） 拙稿（1991）はそのときの模索の成果である。
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た頃から「会計変化」（Accounting Change）、と
りわけ「管理会計変化」（Management Accounting 

Change）ということが次第に論じられるように
なってきたことは了解していたが、当時、それ
がどのような意味をもつのか、そしてそれが管
理会計発達史論の系譜とどのように切り結ぶこ
とができるのかについて、ほとんど理解するこ
とができなかった。そもそもこうした「会計変
化」、「管理会計変化」といった問題の立て方に
どのような意味があるのかについて、その時点
では思いを致すことができなかった。例えば、
1980年代の『レレバンス・ロスト』論争の嚆矢
と位置づけられる Kaplan（1984）では、develop-

ment や evolution という用語が頻繁に用いられ
てはいるが、change といった用語はほとんど採
用されていなかったからである。

そうしたなかで、偶然にも杉山善浩著『管理
会計変化の探求』（中央経済社、2014年）に出
会った。本書を手にしたことでその疑問の一部
分を解消することになった。本書は、管理会計

「変化」研究とこれまでの管理会計発達史論と切
り結ぶためのヒントを与えてくれたのである。
その杉山（2014）にとって、変化は対象を理解
するための方法論ということになっているだけ
でなく、変化を通して環境要因がどのように組
織の内部プロセスを決定するのかを知ることが
できるという 15）。まさに「変化は研究のための
方法論である 16）」 ということになる。 杉山

（2014）はその方法論から、Wickramasinghe and 

Alawattage （2007）に倣い1925年頃の管理会計の
基本的な構造の完成を「機械的環境下の管理会
計」として位置づける一方、その後1985年頃の

『レレバンス・ロスト』論争当時の会計動向を

「ポスト機械的環境下の管理会計」と特徴づけて
いる 17）。

本稿は、管理会計発達史論と管理会計変化論
との関わりを直接的に追究することを目的とす
るものではないが、論題に掲げた「管理会計イ
ノベーションの普及」とは何かを明らかにする
のに必要な限りで、この問題についても少し先
行研究を整理する形で取り上げている。そして、
その作業の中から本研究のための分析概念とな
る「発展論」と「変化論」という２つの系譜が
引き出されることになっているのである。

2.1　管理会計の発展と変化
繰り返しになるが、本稿は３人の共著論文

Alcouffe et al. （2008）に触発されて、「管理会計
イノベーションの普及」とは何かを探ることを
目的としているが、その探求のプロセスのなか
で、先行研究を管理会計の「発展」と「変化」
の２つの系譜に整理することができることに気
がついた。つまり本課題に関連する多くの先行
研究を渉猟するなかで、図表１のような「発展
論」と「変化論」の２つの系譜の持つ特徴を対
照的に描き出すことができたのである。以下、
この引き出された２つの系譜の特徴を比較した
表を解説することにしよう。そして、この２つ
の系譜が本研究の課題に接近するための一つの
方法的視点・分析概念となっているのである。

筆者は長く『レレバンス・ロスト』（1987）の
意義を明らかにするといった問題意識を持って
研究を進めてきたことはすでに言及したが、い
まこの『レレバンス・ロスト』を管理会計の「発
展論」と「変化論」とを比較する視点から読み

15） 杉山（2014）、まえがき。
16） 杉山（2014）、まえがき。

17） も っ とも、 杉山は全面的に Wickramasinghe and 
Alawattage （2007）のフレームワークに依拠しているこ
とに注意しておきたい。



－6－

経　済　学　研　究　　第83巻　第１号

直してしてみれば、本書が実は管理会計の「発
展論」の系譜をそれこそ発展的に継承している
ことに気づかされよう。またこの『レレバンス・
ロスト』がこれまでの伝統的な管理会計論に地
殻変動を引き起こしたといわれる場合でも、そ
れはまさに管理会計の「発展論」の立場に立っ
てのことであったことは確認しておかねばなら
ない（しかしながら、後述するように、『レレバ
ンス・ロスト』はそこから離脱する契機をすで
に持っていることに注視しておきたい）。

他方、管理会計の「変化論」の視点から書か
れたと位置づけられるホップウッドの初期の作
品である「会計システムの考古学」が『レレバ
ンス・ロスト』と同じ年（1987年）に出版され
ていることは興味深い（もっともそのことは、
他の多くの論考のなかでも、とりわけこのホッ
プウッドの論考を管理会計「変化論」の嚆矢と
して位置づけた場合のことではあるが）。それに
しても、両者が時を同じくして公刊されていた
ことは偶然ではない。それだけの理由があるの
である。けだし、ホップウッドの論考「会計シ
ステムの考古学」は、後述するように、米国か

ら発せられた『レレバンス・ロスト』の危機意
識とはまた別の角度から管理会計に対する危機
意識を提示したものと捉えることができるから
である。それはまさに英国発であり、米国によ
る経済性・効率性といった一元的な視点とは距
離を置いたものであり、さらに言えば、そうし
た効率性をも包摂した、より多元的な指標を前
面に押し出した作品の嚆矢をなすものであった
からである。例えば、後述する Alcouffe et al. 

（2008）の分析の軸をなすアクターネットワーク
理論のアプローチのなかで用いられている、文
字通りの「ネットワーク」というコンセプトや
権力といった分析概念が重要な役割を担う形で
用いられているからである。

以上の流れをホップウッド自身の言葉を借り
て語れば、次のようになる。「これまで会計は自
らをかつてそうでなかったものにするプロセス
の一つの帰結として認識されるというよりも、
しばしばあるべきものになる（becoming what it 

should be）と見なされてきた。こうした目的論
的な発展の経路が、会計クラフト（accounting 

craft）における多くの変化を理解する基礎を提

図表１　管理会計の発展と変化の系譜の比較
発展の系譜 変化の系譜

鍵となる作品 ◆  『レレバンス・ロスト』（1987）が継承 ◆  「会計システムの考古学」（1987）が嚆矢か
指 標 ◆ 経済性・効率性に向け、一元的 ◆ 効率性等に限らず、多元的
結 果 か
プ ロ セ ス か

◆ 発展の結果・成果に注目（good, best な会計
方法の仮定、あるべき会計方法の存在を前提） ◆ 結果・成果より変化のプロセスに注目

方 法 論 ◆ 方法論は一元的となり易い（例えば、取引
コスト論、エージェンシー理論など）

◆ 方法論は多様性もつ（例えば、社会学的ア
プローチなど：Alcouffe et al. （2008）は社会
構成主義的パラダイムに立つ）

公 式 か
非 公 式 か

◆ 公式の会計システムを前提として議論（そ
の補完として、その後 BSC を想定）

◆ 当初から非公式の会計システムの補完性を
前提

新旧の会計史 ◆ 伝統的な会計史（ここでの管理会計研究の
フロンティアは何かが問われる） ◆  「新しい会計史」と自称

出 自 ◆ 米国が中心 ◆ 英国が中心

（出所）筆者作成
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供してきた。技術的もしくは経済的な合理性と
目的についての多面的な考え方が会計エリアに
おける実践的な発展の出現を意味するものとな
るために要請されてきた 18）」という。すなわち、
これまで会計は技術的、経済的な合理性という
目的論的かつ一面的な発展の経路のうえに載せ
られてきたというのである。こうした考え方は、
次の管理会計の「発展論」と「変化論」の間に
おける最も決定的な相違につながっている。

それでは、その管理会計の「発展論」と「変
化論」の間の最も決定的な相違とは何であろう
か。それは、まずこれまでの管理会計「発展論」
がものごとの結果や成果に注目してきたのに対
して、「変化論」の方は結果や成果よりも変化の
プロセスに注目していることであろう。つまり、

「発展論」の方は、「グッドなもしくはベストな
会計方法」を仮定し、そこにあるべき会計方法
の存在を前提として議論を進めるという立場を
とっているのである。こうした点に関しても、
ホップウッドは次のように述べている。「会計変
化の伝統的な議論（本稿での「発展論」の議論
に相当する－引用者）の大多数は、会計を組織
改変、改善と見なしている。会計はよりよくな
るために変化する。会計クラフトは徐々にでは
あるが進歩するものと見なされている。分析、
調査、実験的学習はともに、会計の増大する潜
在力の実現に帰結すると見なされている。また
会計は、かってそうでなかったものになるなか
で、あるべきものになっていくプロセスにある
と見なされてきた 19）」というのである。

一方、「変化論」の方といえば、そうした
「グッドなもしくはベストな会計方法」を前提と
せずに、人間の社会的な相互作用を通じて創造

され、制度化・習慣化されていくといった認識
の方法をとっていることに気づかされる。いわ
ゆる方法論としての社会構成主義的な立場から、
日常的な常識を始め、ここで問題になっている
会計方法のようなものまで含めて、すべてのも
のの認識が社会的相互作用を通して構築され、維
持されると考えられているのである。その意味
で社会的に構築された現実は、絶え間なく変化
していく動的なものと考えられているのである。

こうした認識上の相違から、図表１に示すよ
うに、その方法論に関して言えば「発展論」は
一元的、直線的なものとなりやすく、例えば経
済学でいう取引コスト論やエイジェンシー理論
などのような考え方と親和性を持つことになる。
他方、「変化論」の方は、その方法論が多様性を
もっていることに特徴を持っている。一つの例
として先に社会構成主義的なものを挙げたが、
まさにこれは Alcouffe et al. （2008）が採用して
いる方法的立場であるし、その他にも、例えば
Burns and Scapens （2000）などの制度論的なア
プローチに基づく研究も広く社会学的な方法に
基づく代表的な研究成果の一つに組み入れられ
るであろう。もちろん、こうした研究成果は管
理会計の「変化論」の枠組みに組み入れられる
論考であることは言うまでもない 20）。

最後に、会計システムの公式、非公式の問題
についても、管理会計の「発展論」と「変化論」
の間に決定的な相違が見られることに触れてお
きたい 21）。まず「発展論」の方は、公式の会計
システムを前提として議論をしているが、「変化
論」の方は当初から非公式の会計（もしくは会
計的でない）システムの補完性を前提としてい
ることが理解される。したがって、バランスド・
スコアカード（BSC）のようなマネジメント・
ツールは、「発展論」においては公式の会計シス

18） Hopwood （1987）, p.208.
19） Hopwood （1987）, pp.209-210.
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テムを補完するものとして想定されていると考
えられる。

ちなみに、こうした「変化論」の立場に立つ
論者の中には、自らの立場を「新しい会計史

（The New Accounting History）」と位置づけてい
るものがいるが 22）、まさにこれは「伝統的な会
計史」との違いを強調するためのものである。
それはホップウッドの方法を管理会計の領域で
継承したミラー達の論考 Miller et al. （1991）に
代表されるが、彼らは「新しい会計史」の立場
を次のように端的にまとめている。「新しい会計
史は、会計史に対する“進歩”とか“発展”と
かの適用可能性に関するある種の懐疑論を引き
ずっている。このことは会計変化の顕著な特徴
である。より大きな正確性や真実性に直線的に
発展するという会計実践についてのイメージと
は異なり、新しい会計史は会計の有意な推移や
転換、社会関係およびそれらに関る闘争に関心

を持っている 23）。」ここに見られるように、「新
しい会計史」は、会計が直線的に「発展」する
ことに対する懐疑から出発していることが理解
されよう。それゆえに、そこでの「変化」は、

「方法論の多様性と会計という学問領域における
歴史の位置づけの変化の両方を含みこんでい
る 24）」のである。その結果、「その変化の拡大と
いった事情は、新しい会計史を我々に様々な研究
上の疑問や課題の緩やかな集まり（a loose assem-

blage of diverse research questions and issues ）と
して語る権利を与えている 25）」と結論するので
ある。

さらに、ホップウッドの考え方に倣えば、「新
しい会計史」は、技術的な合理性を素朴に受け
入れるのではなく、会計の組織的・社会的起源
を徹底して探索し、会計クラフトを基礎づける
組織的プレッシャーや理論的根拠の多様性を受
け入れ、対立する利害（conflicting interests）が
会計のような経済的な計算形態の発展と複雑に
絡みあう仕方を視野に入れることを研究課題に
挙げることを求めるのである 26）。さらに、「新し
い会計史」は会計を公平無私の属性とは見なさ
ず、ある特定の可能性と組織的意味のパターン
を生み出すものと考え、会計が組織的かつ社会
的な行為へもたらす帰結に対して、十分な注意
を向けることになる 27）。また、「変化論」の立場
に立つ論者として、ホップウッドは次のように

20） 管理会計「変化」研究の系譜では、ジョンソン＝キャ
プランが提起したような、企業の優れた逸話（anecdote）
を捜し求めるために企業のケース研究を重視している
が、このケース研究は社会学的アプローチに馴染むと
いえる。また Burns and Scapens （2000）は、主として
社会学的アプローチからその管理会計変化の一般化を
試みているが、これ以後、彼らのフレームワークに基
づく企業のケース研究が大量になされるようになった。
なお、庵谷（2013）では、この領域での研究成果が丁
寧に整理されている。また、多様性に関して、國部

（2013）（2015）は複数評価原理の会計学を公共性の視
点から展開している。また國部（2015）が引用する
Skeggs （2014）においても、最近の社会学の視点から本
稿に課題に関わる論点が展開されており、興味深い。参
照されたい。

21） 公式の会計システムと非公式のそれとの関連の問題
については、高寺（1985）において Hopwood （1973）な
どを活用しながら、すでに丁寧な考察がなされている。
ということは、本稿で管理会計の「変化論」の嚆矢を
Hopwood （1987）にしていることに少々修正を加えなけ
ればならないことになる。ともかくも、本稿では差し
当たり Hopwood （1987）を管理会計の「変化論」の嚆
矢としたが、この点は管理会計の本質をめぐる問題に
関わっており、今後の課題としておきたい。

22） Miller et al. （1991）.

23） Miller et al. （1991）, p.399．
24） Miller et al. （1991）, p.395．
25） Miller et al. （1991）, p.395．
26） Hopwood （1987）, p.209. ちなみに、こうした技術的な

合理性を素朴に受け入れるのではなく、会計の組織的・
社会的起源を徹底して探索する側面に注目し、会計の
記述的特性を強調することがある。高寺（1985）（1988）
や永野（1997）がこれにあたるが、これは本文の図表
１でみた「変化論」の諸属性と親和性を持つものと考
えられる。

27） Hopwood （1987）, p.209. 
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も言う。「知識はドグマとしてではなく啓蒙の源
泉であらねばならず、そのために変化のダイナ
ミズムを持たねばならない。そうした視点から
すれば、会計は実践として、知識の世界で常に
確かめられ、再検討され問われ、批判され得る
し、されねばならない 28）。」そして、そもそも

「会計は学際的な探求の場所であってきたし、こ
れからもあり続けなければならないのである 29）」
と。要するに、知識は啓蒙の源泉として変化の
ダイナミズムを持たねばならないという。これ
はまさに知の本質 30） から会計のあるべき姿、つ
まり会計変化の在り様を説いたものと言えよう。

以上、本項で試みようとした管理会計発達史
論の伝統と革新の議論は、先行研究を紐解くな
かで結果として管理会計の「発展論」と「変化
論」の系譜を析出することになった。言うまで
もなく、前者の「発展論」は米国を中心とした
ものであるし、後者の「変化論」は英国を中心
としたものである。思えば2008年前後に引き起
こされた米国発の金融危機であるリーマン
ショック以来、それまでの資本市場ベース、ファ
イナンス・ベースに立つビジネスモデルがその
信頼を失い、その後、それに代わるビジネスモ
デルを提供できていない現状において、これま
での管理会計「発展論」の系譜においてはその
フロンティアがいま強く求められていると言え
るであろう。その意味で言えば、「変化論」にお
いて期待され、予期されている領域が「発展論」
の求めるフロンティアとなりうるのかどうか。
この点は、両者の今後の推移如何に関わってお

り、その動向は予断を許さない状況にある 31）。
以上、管理会計発達史論に関わる先行研究を

管理会計の「発展論」と「変化論」の系譜から
見直してみることにより、先の図表１を得るこ
とができた。これを一つの分析上の手掛かりと
して、以下、本稿の課題に接近していきたい。
上述した杉山（2014）も変化論研究のためのア
プローチの一つとしてアクターネットワーク理
論を掲げていることはすでに触れた。そこで、
次項では改めて、このアクターネットワーク理
論による考察をめぐり、以下、課題として掲げ
た「管理会計イノベーションの普及」とは何か
について引き続き考えていきたい。

2.2　‌‌GPMの失敗と ABCの成功―そこから何
が明らかになったのか

前述したことであるが、Alcouffe et al. （2008）
を紐解けばすぐに理解されるように、 彼らの執
筆の目的は、GPM と ABC の極めて対照的な数
奇な運命をアクターネットワーク理論によって
描きだし、それを通して「管理会計イノベーショ
ンの普及」、さらにより一般的に会計変化の特徴
とその意味を理解しようとすることにあった。
繰り返し述べてきたことであるが、彼らは会計
変化を説明するのに、従来の管理会計方法論と
は縁遠い社会学的な方法であるアクターネット
ワーク理論を採用している。つまり、会計変化
がどのようにして起こるのかを分析することに
関して、これまでのような技術的、経済合理的
な側面から接近するのではなく、より社会学的

28） Hopwood （2007）, pp.1370-1371.
29） Hopwood （2007）, p.1371.
30） 知の本質をパラドックスの視点から捉える中岡
（2007）は、パラドックスの扉を開けていけばいくほど、
「知ること」について知ることが深まっていくという。
参照されたい。

31） こうした方向で考えられる管理会計のフロンティア
の開拓領域としては、差し当たり、上述した國部（2013）

（2015）に見られる「複数評価原理の会計学」の構想で
あり、またフランスのコントロール論の領域では、
Moquet （2010）によって構想されている「社会責任戦
略コントロール論」の試みなどが考えられる。
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な視点に立っているのである。ともかく、会計
変化を説明するためには、こうした社会学的な
視点の方が、管理会計学がこれまで馴染んでき
た会計技術的な観点よりも優れていると考えら
れているのである。

Alcouffe et al. （2008）は、一貫してアクター
ネットワーク理論を採用し、これによって、ま
ずジョルジュ・ぺラン（Georges Perrin）という
人物を取り上げるところから話を始めている。
なぜ彼を取り上げるかと言えば、本稿でいう４
つの管理会計ツールのうちの一つである GPM

を彼が独自に考案したからである。彼の名の頭
文字をとって、ジョルジュ・ぺラン法（GPM）
と名づけられた。その彼は理工系のグランゼコー
ルとして著名なパリ中央大学校出身のエンジニ
アであるが、幾分社交性に欠けたところがあっ
た。そうした彼の人柄やそこから帰結する管理
会計技法に対する保守的な普及策の結果として、
GPM が社会的に広く普及することに失敗したの
であった。そうしたプロセスが詳細に描き出さ
れるのである。他方、ABC の方はといえば、研
究者、実務家、コンサルタントなどを介してフラ
ンス国内において短期間に成功裏に普及していく
のであるが、GPM と対照的に、物事が首尾よく
進むプロセスが丹念に描き出されるのである 32）。

つまり、ジョルジュ・ぺランはその社交性に
欠けた人柄から管理会計技法に対する保守的な
普及策しか構想できず、その結果 GPM は社会
的に広く普及することができなかった。その場
合に、特に重要なことは、彼がフランスの MSH

や米国から持ち込まれた直接原価計算との論争

を避ける方策をとったことであった。他方、ABC

はフランスにおいて、研究者、実務家、コンサル
タントなどを介して短期間に普及していった。そ
の普及の過程を具体的に言うならば、ECOSIP 33） 

や CAM-I Europe, DFCG（Director Financier et 

Contrôle de Gestion） 34）などを活用することに
よって進めていったである。ABC は、こうした
公私を問わず、関連した組織をフルに活用し、
短期間のうちに全国規模で普及していったので
ある。いま手元にあるフランスにおけるマネジ
メント・コントロールや管理会計・原価計算の
テキストを見ても、ABC の持つ影響力の大きさ
を実感することができる。

そうした GPM と ABC の対照的な比較分析に
おいて、Alcouffe et al. （2008）の全編を通して社
会学の方法が適用されていることは理解される
し、とりわけ有用な分析ツールとして「翻訳

（translation）」というコンセプトが用いられてい
ることがわかる。その「翻訳」とはどのような
ものかと言えば、相互に絡み合いつつ、相互作
用する４つのプロセス（問題提起、関心付与、
取り込みおよび動員の４つプロセス）を含む過
程（これらの４つのプロセスについては後述す

32） しかし、後述するが、こうした対照的な展開は、同
質セクション法を媒介として、すでに拙著（2009）のな
かで大方記述されている。その意味で、拙著（2009）を

「管理会計変化」を扱ったものとして読むこともできる。

33） ECOSIP （Economie des Systèmes Integrés de 
Production） は「統合生産システムの経済」（エコシッ
プと略称）と訳することができる、産官学の管理会計
研究に関する作業グループのことである。拙著（1996）、
160頁参照。なお、ECOSIP（1990）には、当時のグルー
プの研究成果が取り纏められている。当時の ECOSIP
の会員は本書によると65名となっており、大企業を初
め、EU、大学、グランゼコールなどの多彩な機関・組
織のメンバーによって構成されていた。

34） DFCG は財務担当役員やマネジメント・コントロー
ラー達の全国組織である。ちなみに、筆者は2015年６
月にフランスのディジョン（Dijon）市にあるブルゴー
ニュ大学で開催されたブルゴーニュ地域の DFCG の全
体討論のパネリストの一人として招請された。そこで
は、財務担当役員やマネジメント・コントローラー達
を始め、多くの大学関係者達が集まり、ファイナンス
やマネジメント・コントロールといった問題領域を中
心に地域における会員達の研修が熱心に行われていた。
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る）であり、その過程を通して、様々なアクター
によるネットワーク作りが行われる様子が描き
出されている 35）。

アクターネットワーク理論（ANT）はこの「翻
訳」というプロセスを通してイノベーションの
普及を説明し、この「翻訳」プロセスはイノベー
ションが進展する「文脈（context）」のなかで
そのイノベーションを分析するのである。ここ
で重要なことは、この「文脈」がイノベーショ
ンのひとつの構成要素となっていることであ
る 36）。こうした視点において重要なことは、「変
化」は様々な組織的かつ組織外の要素の合流点
のなかに埋め込まれているということである。
そして、繰り返しになるが、ANT がこのいかな
るイノベーションの成功も一つのパラドックス
とみなしていることである 37）。

GPMにしろABCにしろ、一つのイノベーショ
ンを「翻訳」するプロセスは、変化プロセスの
なかで、幾つかの目標を追求するためにアライ
アンスを進める行為者間の相互作用の中で生み
だされるということである。そして、これらの
アライアンスは人的行為者と非人的行為者から
構成されたアクターネットワークを構築するこ
とになっているのである。「翻訳」のプロセスを
めぐっては、人的行為者と非人的行為者から構
成されたアクターネットワークとして、例えば
経営活動、研究・教育、制度規制、性格、名誉
心、マクロの経済動向など、それこそ我々の社
会生活をめぐる様々な事象が取り上げられてい
る。ここにはまさに社会学的アプローチによる
方法論とそれによる対象規定の特徴が如実に表
れていると思われる 38）。上述したように、いか

なるイノベーションの成功も一つのパラドック
スとみなすという視点は、以上のようなアプロー
チから発しているのである。

以上の結果をまとめると、図表２のように
GPM と ABC を比較した形で整理することがで
きる。また、この図表２は上記の「翻訳」の４
つのモメントによって GPM と ABC を比較対照
した表である。以下、順を追って、この４つの
モメントについて解説を加えておこう。

さて最初の「問題提起」のモメントにおいて
は、GPM は技術的なものに限定されるのに対し
て、ABC は極言すれば国家の防衛に関するもの
までに拡張されると考えられているのである。
また、「関心付与」のモメントでは、GPM が商
業上のものに関心を持つ一元的なものであるの
に対して、ABC は商業始め、教育、研究、知的
活動までを含む多元的なものとなっている。そ
のうえに、ABC は同質セクション法（MSH）や
直接原価計算などの他の管理会計ツールなどと
の対決も辞さないものとなっているところに特
徴を持っている。

次の３つ目の「取り込み」のモメントでは、
上述したところから予想されるように、GPM が
一人のチャンピオン（つまり構想者のジョル
ジュ・ぺラン本人だけ）によって支持されるの
に対して、ABC はそのネットワークに登録され

35） Alcouffe et al. （2008）, p.3.
36） Alcouffe et al. （2008）, p.2.
37） Alcouffe et al. （2008）, p.3.

38） 社会学者の見田宗介によれば、「歴史というものは加
速度的に進んでいくということが70年代くらいまでは、
ほとんど常識だった」が、いまでは、「いろいろな業界
や現場でよく知られたあたりまえのことですが、世代
の差がすくなくなってきて、歴史の動きがだんだんス
ローダウンしてきている」と認識されるようになって
きたという（見田 （2012）,  11頁参照）。こうした社会学
的視点からすれば、人の社会生活を根底から覆すよう
な歴史的な大変動が少なくなってきたと捉えられる。そ
の意味で、管理会計における「発展や進展」から「変化」
といったものの捉え方の移行のなかにも、方法論として
の社会学的な視点が反映されているのではなかろうか。
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た多数の行為者によって支持されるものとなっ
ている。最後に「動員」といったモメントによっ
て２つの管理会計ツールを比較すれば、フラン
スでの GPM と ABC というイノベーションの比
較はローカルな論争である一方、英米での議論
はグローバルなものとなっていることである。
つまり、この最後の「動員」モメントから窺え
ることは、フランスの論者が GPM（さらにその
発展形態である UVA 法）のような議論やこれと
対をなす同質セクション法（MSH）のようなも
のはフランスに固有なローカルな議論であると
見なす立場をとるようになってきていることに
注目しておかねばならない。

以上、言うまでもなく、Alcouffe et al. （2008）
でのアクターによるネットワークの構築をめぐ
る事実関係に関する記述・分析は明快であり、
それだけ人を納得させるものがある。確かに、
そこからアクターネットワーク理論の強調する
ネットワーク構築活動や権力関係の重要性を理
解することは容易い。しかし、よく考えてみる
と、こうした分析から管理会計の何が明らかに
なったと言えるのであろうか。これが問われな
ければならない。

ここで、次節での議論との関連で１点だけ書
き留めておかねばならない重要な点がある。そ

れは当初、ブッカンは ABC の「普及」に対して
反対（もしくは無視）の立場をとっていたので
あるが、あることを契機にその立場を変更して
しまうのである。当初、ブッカンの ABC への態
度は極めて消極的であった 39）。つまり、ブッカ
ンによれば、ABC は新しいものではなく、それ
はフランスの同質セクション法と本質的には同
じものであるという立場であった。したがって、
ブッカンは ABC の「普及」に前向きなアメリカ
帰りの多くのフランス人研究者達とは距離を置き、
その ABC ネットワークに入ることはなかった。

その後、ブッカンが ABC を普及させるための
ネットワークに入る契機となった「事件」があっ
たのである。その「事件」とは何かと言えば、
ABC がその重点をマネジメント・コントロール
への利用の側面に移すなかで、ABC から活動基
準管理（以下 ABM）へと変貌したことにあっ
た 40）。つまりブッカンは ABC から ABM への重
点移行のなかに何を見たのかというと、彼はそ
の研究の重点を管理会計からマネジメント・コ
ントロールへと移すなかで、マネジメント・コ
ントロールを支える管理会計情報システムとし
ての ABC のもつ重要性に着目したのである。そ

39） Alcouffe et al. （2008）, p.12.
40） Alcouffe et al. （2008）, p.12.

図表２　翻訳の４つのモメントから引き出された４つの教訓
GPM（のちの UVA 法） ABC

問題提起
（problematization） 技術的なものに限定される 国家の防衛に関するものまで含む

関心付与
（interessment） 商業上の関心のみ（一元的） 商業始め、教育、研究、知的活動まで含むた

めに多元的であるし、他との対決も辞さない
取り込み

（enrolment） 一人のチャンピオンによって支持される そのネットワークに登録された多数の行為者
によって支持される

動員
（movilization）

フランスでの GPM と ABC というイノベー
ションの比較はローカルな論争 英米での議論はグローバルなもの

（出所）Alcouffe et al. （2008）に基づき筆者作成。
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の辺の事情を Alcouffe et al. （2008）は次のよう
にまとめている。「ブッカンはそのイノベーショ
ンのなかに、会計言語を革新する一つの行為を
見ている。さらにこの革新的行為によって、ブッ
カンが求めていた新しいマネジメント・コント
ロールのモデルの出現が可能となった。この第
二の翻訳 41） の波は、マネジメント・コントロー
ルの革新的なモデルを求めていたブッカンに
とって、ABC は本来通過すべき点となった。か
つて反対者として活動していたブッカンは、今
は味方となり、ABC のネットワークに参加した
のである 42）。」そして、その後のブッカンのマネ
ジメント・コントロール論や管理会計論は、
ABC を抜きにして語ることが出来ないほどに
なってくるのである。しかし、問題の論点はそ
うしたところにはなかった。後述するところか
ら理解されるように、問題の核心は、ブッカン
がそのイノベーションのなかに会計言語を革新す
る一つの行為を見出したことにあったのである。

ところで、次節での議論に関わるが、筆者は
すでに GPM と ABC の異なる運命を全く別の視
点で描き出したことがある。アプローチが異な
ると、同じ対象を扱ったとしても、まったく異
なる結果が導き出されることになる。採用する
アプローチの方法の違いによって、分析対象か
ら得られるものが異なってくるからである。

筆者は、GPM と ABC の対照的な運命を伝統
的な技術的視点を重視する方法を用いて考察し
てきたのであるが、そうした伝統的な技術的視
点の重要性を改めて確認させる事態の展開を今
我々は確認することできる。それは、今世紀に

入り、活動基準原価計算（ABC）の発展形態と
して、まさに同じ人物（言うまでもなく、同じ
人物とは R. S. キャプランである）の手によって

「時間駆動型活動基準原価計算（TDABC）」が提
案されたことである。MSH /GPM と ABC/
TDABC の４つのツールを素材にして会計変化
の動態を明らかにしようとするならば、最近の
ABC と TDABC のもつ極めて会計上、原価計算
上の技術的な関わりを不問に付すことはできな
いし、それがなければ、GPM と MSH との関わ
りを明らかにすることも困難を伴うと思われる
からである。アクターネットワーク理論のいう
アクターのネットワーク構築活動や権力関係に
よって、GPM や MSH などをめぐる「会計変化」
の動態が説明できたとしても、それら４つの管
理会計ツールの会計計算の構造や機能の相互関
連などが何も明らかにならないからである。次
節では、筆者がこれまで採用してきた管理会計
発達史論の方法によって MSH /GPM と ABC/
TDABC の４つのツールを素材にして、その「会
計変化」の動態とそれらの計算構造と機能の関
連を明らかにするが、その前にこれらの疑問に
ついて少々言及しておきたい。

その疑問とは、多くの論者が、従来のように
「管理会計の発展 43）」という形ではなく、「管理
会計イノベーションの普及」という形で管理会
計の「変化」を論じるようなってきた根拠であ
り、また Alcouffe et al. （2008）のように、特に
アクターネットワーク理論を援用する理由に対
するものである。このような疑問を提示するこ
とは、要するに図表１で整理した構図がどのよ
うにして生じてきたのかを問うことにつながる

41） それではこの場合、第一の波とは何かと言えば、言
うまでもなく、ブッカンが当初 ABC の普及に対して反
対（もしくは無視）の立場をとっていた状況をさす。

42） Alcouffe et al. （2008）, p.12.　

43） 「管理会計の発展（evolution）」と言うのは、まさに
キャプランの初期の論文である Kaplan （1984） の題目そ
のものである。
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であろう。本稿はそもそもこうした疑問の提示
に対して正面から答えることを目的としている
訳ではないが、以下では、考えうる理由を幾つ
か書き留めておくことにしよう。

まず一つの理由として考えられることは、最
近頻繁に行われる統計データによる実証的な分
析 44）（これは、いわゆる機能主義的アプローチ
の機軸を形成）によって管理会計システムの特
質を描き出したり、さらに管理会計イノベーショ
ンの出現や普及を説明しようとするとき、そう
した機能主義的分析によってはどうしても捕捉、
説明できない点が多数見出されることに気がつ
くようになったことが考えられる。また、アク
ターネットワーク理論においては、すべての「会
計変化」の事象をパラドックスとしてのイノベー
ション現象として捉えるという点に注目すれば、
社会学でのアクターネットワーク理論の運用方
法とその理論の管理会計領域での応用方法を検
討する場合、そうした認識方法が用いられねば
ならないほどに深刻なパラドックス状況が見ら
れ、事態は複雑で錯綜してきていることを想像
させるのである。

要するに、アクターネットワーク理論はそう
した簡単には説明できないと考えられる点を図
表１の対比された特徴とともに、少し視点を変
えて（例えば視野の拡大、与件の解除、多様な
方法の採用など）、分析の対象にしようとしてい
るのである。ということは、彼らがいう「管理
会計のイノベーションの普及」とは、実際には
管理会計情報の運用先を見据えたコントロール
のレベル（特にマネジメント・コントロールの
レベル）での問題を扱っているために、会計技

術的な観点よりもネットワーク構築活動や権力
関係といったマネジメント・コントロールに密
接に関わりを持つ事象に焦点が当たってしまっ
ているのである。こうしたことも理由として考
えられよう。さらに言えば、管理会計「変化」
研究が社会や組織のなかでの会計の比較的短期
の変化 45）を対象とするために、管理会計発達史
論の研究によるよりも実証的な分析に馴染み易
いといったことが考えられるのではなかろう
か 46）。管理会計「変化論」の系譜の登場を契機
に、多くの興味深い企業・組織のケース研究が
盛んに行われるようになってきたことがそれを
裏付けている。

さらに言えば、これに関して、筆者は次のよ
うに書いたことがある。つまり、先の未曾有の
世界的金融・経済危機とその後の米国型ビジネ
スモデルの不調の原因は、1980年代初頭からの

『レレバンス・ロスト』を嚆矢として、米国が30
年間に渡り国家的な危機意識のもと、産・官・
学を一体となし矢継ぎ早に繰り出してきた金融・
経済・通商政策上の数々の方策が最終的に迎え
た不幸な帰結であった、と 47）。言うまでもなく、
この流れは、1980年代初頭の英米にその端を発
した「小さな政府」、規制緩和、構造改革などを
標榜する新自由主義的な政治的・経済的思考に
端を発している。管理会計の「発展論」の系譜
と対峙するかたちで「変化論」のそれが生み出
されてくるのは、こうした状況に対して一つの

44） こうした実証的な研究方法の登場や普及それ自体が、
一面において「変化論」の普及と親和性をものと考え
ることができる。

45） もっとも筆者は、杉山（2014）やその基礎的なフレー
ムワークを提供しているWickramasinghe and Alawattage 

（2007）などにおいては、こうした認識は適合しないこ
とを理解している。

46） ちなみに、マネジメント・コントロールのレベルに
おけるパラドックスの緩和や多様性のコントロールに
対して、筆者はガバナンスレベルでのコントロールに
その解決策を求めた。この点に関しては、拙稿（2015a）
を参照されたい。

47） 拙稿（2009）、232頁。
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オールタナティヴを求める時代の要請であった
と言うことも考えられよう。

さて、以上の本節での分析は、上記したよう
に、まだ TDABC が本格的に登場する以前の状
況の中で行われたものであることを確認してお
きたい。下記の図表３に示したように、本節で
の考察は GPM（後の UVA 法）がまだ注目され
ていない時点における、３つの管理会計ツール
の間の分析であったのである。

図表３　３つの管理会計ツールの比較
理論性

（正確性の追求）
現実性

（経済性も追求）

戦後1950年代から
今日までのフランス

同質セクション法
（MSH）

Georges Perrin 
Method （GPM）、
のちの UVA 法

1980年代以降、
今日までの米国

活動基準原価計算
（ABC）

（まだ提案されて
いない）

（出所）筆者作成

  そこで次節では、筆者がヘルスケアの場面で
行った４つの管理会計ツールの比較分析 48） を通
して、Alcoufee et al. （2008） のアクターネット
ワーク理論で生き生きと描き出された部分とど
うしても見落とされてしまう本質的な論点の両
方を明らかにしていきたいと思う 49）。

３　‌‌MSH/GPMと ABC/TDABCとの比較検討
から見えるもの

繰り返し述べてきたことであるが、Alcouffe et 

al. （2008）の分析の時点では、まだ TDABC の
提案が十分浸透していなかった 50）。ということ
は、その当時に TDABC の提案を認識していれ

ば、引き出される結論も変わっていたであろう
と考えられよう。いま、次の図表４に示すよう
に、図表３の空白のセルの部分に時間駆動型活
動基準原価計算（TDABC）を書き入れ、時代と
国籍を異にする２組の４つの管理会計ツールを
分析の対象とするならば、どのような結論が得
られるのであろうか。

図表４　２組４つの管理会計ツールの比較
理論性

（正確性の追求）
現実性

（経済性も追求）

戦後1950年代から
今日までのフランス

同質セクション法
（MSH）

Georges Perrin 
Method （GPM）、
のちの UVA 法

1980年代以降、
今日までの米国

活動基準原価計
算（ABC）

時間駆動型活動
基準原価計算
（TDABC）

（出所）筆者作成

  いま少し筆者の研究成果を先取りして言うな
らば、TDABC は ABC が同質セクション（sec-

tion homogène）、つまり原価計算を行う上で必
要となってくる原価の同質的な固まり（集計単
位）をうまく作れない場合、さらに言えば、経
済合理的視点から同質性原則を実現できない場
合に、敢えて ABC を活動基準はそのままにして
時間ベースに引き戻して、そのレベルで積極的
に同質性を創造していくことに注目することが
できるということである。そうすることによっ
て、TDABC はより実践的な形で ABC が本来
持っている管理会計・原価計算の一般原理であ
る同質性原理を浮き彫りにできるということで
ある。この点に注目しながら、以下の展開を進
めていきたい

さて、筆者が４つのツール（MSH /GPM と
ABC/TDABC）の比較分析の結果から、Alcouffe 

48） 詳細は拙稿（2014） における４つのツールの比較分析
を参照されたい。

49） より正確に言えば、見落とされているというよりも、
見ようとしないということであろう。分析において見
ようとしないものは見えてこないのである。

50） TDABC は2007年の Kaplan and Anderson（2007）の
公刊によって広く普及することになった。
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et al. （2008）で問題となった GPM と ABC をめぐ
る事態をどのように捉えることになったのかと
いうと、その要点は次節のようなものとなる 51）。

3.1　‌‌ヘルスケアにおける TDABCの「共通情報
基盤」としての役割

企業経営の場合、それを支えるコントロール
や管理会計の仕組みはそれぞれの状況に応じて
多様な形をとることになろう。それらの様々な
経営現象を様々な方法で説明することができる
ことは言うまでもない。これまで取り上げてき
た社会学的な方法であるアクターネットワーク
理論もその様々な方法のなかの一つであろう。
そのアクターネットワーク理論が、様々な経営
現象をその主体である行為者がもつネットワー
ク構築活動や権力関係によって説明することに
何の不思議はない。しかし、繰り返しになるが、
それによって管理会計の何が明らかになるので
あろうかという疑問が、筆者にはどうしても生
じてくるのである。筆者の視線は、そうした経
営現象の中において、管理会計・原価計算のレ
ベルで貫徹される事柄、つまり特に上述したよ
うに、TDABC が登場したことによって我々が
再確認することができた点に向かうのである。
結論から言えば、まさにそれは管理会計・原価
計算の一般原理ともいえる同質性原理が議論の
前面に躍り出ることになった点である。要する
に、TDABC の登場は極めて実践的な形で ABC

が本来持っている管理会計・原価計算の一般原
理である同質性原理を浮き彫りにしたというこ
とである。

そこで、こうした考え方（一つの結論）を獲
得した経過は次のようなものであった。まずこ

うした筆者の結論を引き出す契機となった論考
がある。それは、経営戦略論の M. ポーターと管
理会計論の R. S. キャプランが共同でヘルスケア
における原価問題を扱った論考Kaplan and Porter 

（2011） である 52）。かれらにおいては、TDABC

のようなツールを活用すれば、活動基準を採用
しながら時間をベースとすることで経済合理的
に「共通情報基盤」を構築し、医療へのすべて
の参加者が原価に関する仕組みを了解し、それ
を通して事態のありのままを理解することがで
きると考えられたのである。そして、そのプロ
セスを経てヘルスケアにおける「競争戦略」を
実質化し、患者にとっての「成果」を生み出す
と同時に、原価を引き下げ、最終的に価値改善
を達成することが意図されているのである。
TDABC をベースにすることで、将来的には、い
ままで実現が不可能と考えられていたような、
医療に従事するすべての人や組織の行動が統合・
連携される可能性がそこに見出されたのであ
る 53）。あえて繰り返そう。本稿は要するに、活
動基準を採用しながら、そこに時間ベースを持
ち込むことによって活動における同質性を積極
的に確保しようとする工夫に注目しているとい
うことである。

こうした議論を、拙稿（2014）では、フラン
スに特有な管理会計の二重性（原価の認識と制
御）の視点から捉え直している。まず前提条件
として、医療提供者の原価の測定が可能である
ならば、そこから医療提供者間に競争が生み出
され、それによって患者レベルでの価値改善が
達成されるというシナリオである。そこでの価

51） 以下の文章（3. 1）は、拙稿（2014）の結論部分を要
約的に示したものであることをお断りしておきたい。

52） 拙稿（2014）。
53） こうしたヘルスケアにおける時間をめぐる議論は、原

価の側面だけでなく、患者「成果」の側面を併せもっ
ている。
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値改善は、当然に患者成果の増進と原価低減（原
価の制御）によるものである。管理会計の二重
性に関して、このケースで患者成果の増進と原
価低減の両者を結びつけるものは何かと言えば、
それは医療提供者間の競争である。原価の認識
をベースに、医療提供者が競争状況に入ること
により原価を引き下げ、結果として価値を増加
させるのである。ここで見出された論理からす
れば、医療提供者間の競争を通してそうした一
見矛盾した観点は緩和され、さらに一定の解決
の道が提示されることになっているのである。

したがって、問題の核心は、時間をベースと
した TDABC が医療提供者間の競争を生み出す
ことのできるツールとして位置づけられている
ことにある。まさに TDABC が時間という伝統
的なコンセプトを軸に、経済合理的に人や設備
などの資源を統合・連携させることによって、
医療提供者間の患者成果や原価への意識を高め
ることが期待されているのである 54）。

米国におけるヘルスケアの原価危機に直面し
たなかで提示されてきたキャプランらの大胆な
提案は、原価計算の一つの本質的なあり方を見
事に闡明している。まさに、彼らの TDABC へ
の視点が、彼らの意図を超えて、原価計算の本

質的なあり方、発展の方向性を見事に示唆して
いると考えられるのである。

さらに、フランスの論者の分析視点 55） にも注
目しておかねばならない。彼らは ABC から
TDABC への流れと、ABC から GPM（後の UVA

法）への流れを比較対照しようとしたのである。
次頁の図表５は、ABCからTDABCへの流れと、
ABC から GPM（後の UVA 法）への流れを比較
対照して示した図表である。周知の ABC から
TDABC への流れの方の説明は省略するとして、
ABC から GPM（後の UVA 法）への流れの方に
ついては、考察に必要な限りで、UVA 法の構造
と機能について簡単に解説を加えておきたい。

具体的な計算例 56） は拙稿（2009）に譲るとし
て、UVA法の基本的仕組みを簡単に説明すると、
次のようになる。まず資源の同質的集合として
の UVA ポストを決定し、次にその UVA ポスト
によって資源消費を描き出すのである。その描
き出されたものを「操作範囲」と呼ぶ。フラン
スに特有の考え方である同質セクション法

（MSH）の示唆する同質原理を遵守しつつ、な
おシステムが複雑にならないようにする工夫に
UVA 法の特徴がある。その工夫とは、相対的価
値を採用するところにある。仮にある t 時点に
おいて、ある UVA ポストが100を消費し、別の
UVAポストが200を消費するならば、２つのUVA

ポスト間での資源の配置が変化しない限り、１：
２の比率はその期間内では安定しているという
ものである 57）。そこで、ある一つの基礎項目の
業務様式である「操作範囲」を決定し、そこか
ら UVA 値（これを基礎比率という）を算出す

54） TDABC 設計の視点からすれば、ABC には次のよう
な欠点があるという。① ABC に関するインタビューと
調査には多くの時間と費用がかかり、そのデータは主
観的で有効性に疑問があり、保存・処理・報告には多
額の経費がかかる。②ほとんどの ABC モデルは独立的
であり、全社的な収益性状況を統合的情報として提供
し得ないし、変化する状況に簡単に対応できない。③
未利用のキャパシティが存在する可能性を無視すると
き、理論的正確性を欠く（Kaplan and Anderson （2007）, 
p.7（邦訳９頁））、といったものである。それゆえに、
TDABC をヘルスケア領域で運用すれば、こうした欠点
はすべてクリアされるであろうことが想定されている。
逆に、TDABC は経済的に運用することができ、かつ未
利用のキャパシティ情報を含めた統合的情報を提示で
きるという。

55） La Villarmois et Levant （2007）, p.176.
56） UVA 法の計算例は拙稿（2009）から引用したが、そ

こでは UVA 法の生成過程や歴史的意義についても解説
している。参照されたい。

57） Fievez et Staykov （2006）, p.20.
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る。そして、その UVA 値をベースとして諸 UVA

ポストの価値を計算する。それを前提に、計算
対象となっている製品・サービスの「操作範囲」
の価値を UVA 値によって計算（表現）するので
ある。それは、まさに UVA という単一の製品を
製造・販売している企業を想定することを意味
する。同質性原則を遵守しながら、なおシステ
ムを複雑にしないという UVA 法の計算の仕組み
は、以上のようなものなのである。

さて、上の図表５から理解されることは、原
価計算というものが、一端 ABC のような純粋な
理念モデルを得た後は、ひたすらそのモデルか
らの単純化（経済的な合理化）を志向するもの
であることである。もっとも、その場合に再度
確認しておかねばならないことは、単純化（経

済的合理化）を図ることによって失われる原価
計算上の計算の正確さを担保するための仕組み
を組み入れていることである。その仕組みが
TDABC の場合も GPM（UVA 法）の場合も時間
による換算計算 58） における同質性の意識的創造
にあることは言うまでもないであろう。つまり、
同質性の意識的創造によって単純化による経済
性と計算の正確性の間のバランスを取るという

58） 簡単に言えば、この方法は、多様な製品、多様な活
動をもつ企業を唯一の製品もしくは極めて限られた製
品群を製造している企業へと擬制的に転換することに
よって、計算の単純化を図る方法である。この方法は、
生産の全体をある「基本的単位 （étalon）」の製品の倍
数に換算することができることを前提とする。その意
味で「換算手法」とは、まさに同質的な原価集計単位
を尺度にして製造全体を統合する手法である。換算手
法については、Levant et  Zimnovitch  （2010）および拙
稿（2012）、30頁の注記38を参照されたい。

図表５　ABCから TDABCと GPM（後の UVA法）への流れの比較

（出所）La Villarmois O. （de） et Y. Levant （2007）, p. 176.
（注記）表題は筆者による。
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工夫をしているのである。
ここで一つの結論を得ることができる。こう

した原価計算の進展のあり方を企業組織の経済
的モデル化の一つとして考えるならば、これこ
そ原価計算の「発展」と言えるのではなかろう
か 59）。換算計算における同質性の意識的創造の
プロセスこそ、原価計算の一般的なあり方であ
るとすれば、ここでも原価の同質性原則こそ管
理会計・原価計算の一般理論の核心をなすもの
と考えることができるのである。

3.2　‌‌パラドックス状況のなかを貫徹する会計
原理

以上までに獲得した成果に基づいて、先に見
た Alcoufee et al. （2008）の分析成果を振り返っ
てみよう。確かに、Alcoufee et al. （2008） の論考
はアクターネットワーク理論に基づきながら、
GPM（UVA 法）の失敗事例と ABC の成功事例
を、MSH を介して丁寧に描き出してはいる。し
かし、ABC が TDABC の出現をもたらしたいま、
MSH を巡る議論が再び呼び起されることになろ
う。いうならば、半世紀の時を経て、MSH を巡
るきわめて会計技術的な議論が呼び起こされ、
要請されているのである。我々は、アクターネッ
トワーク理論が捉えようとした様々なアクター
によるネットワーク構築活動と権力関係をめぐ
る複雑なパラドックス関係の整理に留まっては
ならない。管理会計発達史論を問題とするなら
ば、その先に、そこを静かに貫徹する（目に見
えない）原理を認識するべきである。ABC から

TDABC への展開が我々に語りかけているのは、
まさにこのことではなかろうか。

思えば、 この30年余り、 筆者はそれこそ
H. ブッカンの研究活動とそれと重層的に連なる
ネットワークをフォローしてきたといってよい
であろう。筆者がこれまで著してきた２冊のフ
ランス管理会計に関する著作とその後の研究成
果はまさに、氏の研究活動と研究ネットワーク
を歴史的かつ理論的な視点から明らかにしたも
のであった。しかしながら、アクターネットワー
ク理論を援用した Alcouffe et al. （2008）の分析
の結果と筆者のそれとは、上述したように、まっ
たく様相を異にするものとなっている。繰り返
しになるが、彼らが意図したような「管理会計
イノベーションの普及」の過程を説明すること
によって、管理会計の何が明らかになったので
あろうか。フランス管理会計の歴史的な一連の
イベントの相互関連をアクターをめぐるネット
ワーク構築活動や権力関係によって整理するこ
とによって得られた知見が管理会計発達史論に
何を付け加えたというのであろうか。確かに、
パラドックスを抱え込む事態を考察の軸に据え
たところから見れば、外側から管理会計を包摂
するコントロール論の方へ舵を切り、議論の場
をそこへ移し変えたとも考えられるのである。

筆者はここでも、こうした事情を想起させる
有力な研究に偶然に出会うことになった。それ
は、すでに一部取り上げた國部（2013）におけ
る「経済活動と計算実践」との間の密接な関連
を論じた研究である。國部（2013）は、伝統的
な新古典派経済学の方法が経済活動をブラック
ボックス化し、その実態に光を当てることなく
前提としてしまう傾向を批判しつつ、「計算（cal-

culation）」の新しい理解、つまり「計算」を受身
的な技術と考えるのではなく、「遂行的な装置

59） わが国では、この TDABC を管理会計・原価計算の
発展として積極的に理解する論者は少数であろう。こ
の点に関しては拙稿（2011）を参照されたい。ちなみ
に重見（2015）は最近の TDABC をめぐる議論を整理
し、その上で地方自治体における TDABC の活用の状
況をケース研究によって実証的に明らかにしている。
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（performative devise）」と考える方法的立場を採
用する 60）。そこから経済活動を「計算実践」の
結果とする立場に立つのである 61）。そして、そ
うした立場から、上記の独自の「計算」概念の
理解に基づいて進められている研究を２つのカ
テゴリーに区分する。一つは本稿で取り扱った
アクターネットワーク理論を創設したラトゥー
ルやカロンといったフランスの社会学者達のグ
ループで、國部（2013）では「計算の社会学派」
と呼ばれている。他方、もう一つのカテゴリー
は、上述してきたホップウッド始め、その後継
者の P. ミラーや M. パワー 62） らの研究グループ
で、彼らは「計算の会計学派」と呼ばれている。
両学派は研究の対象や方法を幾分異にするとは
いえ、ともに管理会計発達史論における「変化
論」の担い手に加えられることはいうまでもな
い。ということは、本稿で採用する管理会計発
達史論の方法論に従えば、これらはともにコン
トロール論の方向へ舵を取ることになる。

コントロール論の方向へ舵を取ることになる
といった事情を想起させる指摘が、先の國部

（2013）に見られるのである。このことを次に紹
介しておこう。少々長くなるが、興味深い指摘
がなされているので煩をいとわずに引用してお
きたい。「両者（「計算の社会学派」と「計算の

会計学派」のこと－引用者）は、カロンらが市
場現象を究明するために計算を研究するのに対
して、ミラーやパワーは組織や社会の管理現象
を究明するために計算を研究する点において、
研究の思考方法を異にする。しかし、その目的
はカロンらにおいては市場というブラックボッ
クスを開くことであり、ミラーやパワーにおい
ては組織や社会の管理制度というブラックボッ
クスを開くことで、この点で共通する。すなわ
ち、社会を駆動しているメカニズムでありなが
ら、一般にはブラックボックスに覆われている
ものを開き、その中身が計算装置であることを
示し、実際にはそれが計算実践として駆動する
ことで、市場や組織や社会が構成されているこ
とを明らかにした点で共通しているのである 63）」
と。ここで注目すべきは、ブラックボックスと
されている市場や組織や社会の中に「計算装置」
を見出し、それが「計算実践」として駆動する
ことを見ることによってそれらを開こうとする
姿勢である。

國部（2013）はアクターネットワーク理論の
生みの親であるラトゥールの科学技術者社会論
の基礎概念となっている「計算」概念に注目し
ているが、この「計算」概念を仮に本稿の方法
論にしたがって、フランスのマネジメント・コ
ントロール論 64） のコントロール概念に置き換え
るならば、「計算装置」はコントロールの装置

（例えば、経営計画や予算、振替価格、タブロー・
ド・ボールなど）に、「計算実践」はコントロー
ルの実践を担うシステム（制御システム、情報
システムなど）やプロセス（目的設定、制御、

60） 國部（2013）、４頁。ここでは、この「装置（devise）」
という用語に注視しておきたい。これに対応するフラ
ンス語は、同じく「装置」と訳されることが多い dis-
positif である。

61） 計算実践の重要性に関しては Miller （2007）の明解な
解説が参考となろう。とりわけ彼のいう「計算実践は
本質的にかつどこまでも社会的なものである」（p.395）
という言説は、計算実践の本質を言い当てていると思
われる。

62） 「計算の会計学派」に属する M. パワー（Michael 
Power）は主として財務会計や監査の領域で多くの業績
を生み出してきた。特に本稿との関わりでは、パワー
の内部統制や全社的リスク・マネジメント（ERM）に
対する独自な分析が秀逸である。

63） 國部（2013），14頁。
64） ここでは、アンリ・ブッカンのマネジメント・コン

トロール論を念頭においている。ちなみに、本稿でコ
ントロール論とは、ブッカンのマネジメント・コント
ロール論を指していることに注意されたい。
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事後評価の一連のプロセス）に対応するであろ
う 65）。となれば、本稿での課題となっている「管
理会計イノベーションの普及」のプロセスは、
コントロール論がそうであるように、パラドッ
クスを抱え込まざるを得なくなってくることは
必定であろう。

前述したように、アクターネットワーク理論
はいかなるイノベーションの成功も一つのパラ
ドックスと見なすと考えている。GPM や ABC

などの分析で見たように、イノベーションの成
功には、その創始者だけでなく、イノベーショ
ンの利用者の思いや期待、彼らが直面している
各種の問題が関わっていることは言うまでもな
い 66）。Alcouffe et al. （2008）においては、「普及」
と「翻訳」とを広い意味で類似のものとして用
いているが 67）、その翻訳のプロセスそのものが
イノベーションを運用する人々を結びつけるリ
ンクの束となっている。したがって、「アクター
ネットワーク理論はいかなるイノベーションの
進展であろうが、それを線型の連続したモデル
として見るのではなく、収斂する、並行する、
離散する活動の多様で、累積的で、結合的な連
続体を持つ一つの複雑なプロセスと見なす 68）」
のである。Alcouffe et al. （2008）におけるパラ
ドックス概念はこうしたものとして理解してお
く必要がある。

コントロール論のパラドックス概念に関わっ
て、アクターネットワーク理論の他に、さらに
ミラーほかの「新しい会計史」論のなかの分析
においても、「ちょっとしたパラドックス状況

（something of a paradox）」を髣髴とさせる記述

が見られる。つまり、次のようなことである。
「新しい会計史の実践家の多くが、現に起こった
過去事象を献身的に順を追って語る訓練を受け
た歴史家ではない。というよりも、かれらは人
類学、経済学、科学史、組織理論および社会学
といった多様な学問領域の出身であり、そうし
た学問領域に依拠した者たちである。現在、会
計の過去に対して投げかけられて、本論文でも
問題となっている議論の多くを活発化している
ものこそ、こうした学問領域が持つ関心事項な
のである 69）」という。そうした「新しい会計史」
の論者は、会計史を、「発展論」が考えるように
管理技術の必然的な発展と見るのではなく、「合
理性と多くのものへの介入様式との特定の複合
体（one particular complex of rationalities and 

modes of intervention among many） 70）」で捉えて
おり、ここでも指摘されているように、会計を
多くの学際的な視点から、それこそパラドック
ス状況を前提としたかたちで捉える傾向が強く
現れるようになってきているのである。

以上、ブッカンのコントロール論の特徴であ
るパラドックス概念を分析の導き手としながら、
Alcoufee et al. （2008） でのアクターネットワーク
理論による考察が向かう方向性やミラー他の

「新しい会計史」の論者がもつ視点を整理してき
た。すでに見たように、國部（2013）において
は、これまで欠けていた、「経済活動」を「計算
実践」概念を軸とした社会学的な視点から捉え
た考察が見られたが、本項ではそれをコントロー
ル論の土俵に持ち込んでみた。ここから結果と
して明らかになったことと言えば、そこでのコ
ントロールのパラドックス概念が象徴的に示し
ているように、本稿で掲げている「管理会計イ

65） ここでのコントロールの装置やシステム、プロセス
は、全てブッカンのコントロール論の構成要素である。

66） Alcouffe et al. （2008）, p.3.
67） Alcouffe et al. （2008）, p.2.
68） Alcouffe et al. （2008）, p.3.

69） Miller et al. （1991）, p. 396.
70） Miller et al. （1991）, p. 396.
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ノベーションの普及」といった課題は、管理会
計論やコントロール論だけでなく、社会、組織

（さらに市場）といった領域を専門的に扱う社会
学などの関連する隣接諸科学との共同作業を要
請するものとなってくるという点である。そし
て、その課題にできる限り接近しようとすれば、
必然的に学際的なフィールドワークをベースと
した方法論を採用せざるを得なってくるであろ
うということである。

以上を簡単に整理するならば、次のようにな
ろう。本項までの以上の考察の結果から、本稿
の「2.1  管理会計の発展と変化」の項で管理会
計発達史論の伝統と革新の議論を管理会計の

「発展論」と「変化論」の系譜として整理した
が、従来の「発展論」とは違った視点から提起
された「変化論」の系譜はまさに管理会計論か
らコントロール論へと向かう論点を持っている
ということである。

  さて、以上、管理会計論からコントロール論
へ向かう外延的な議論の必然性をしっかりと認
識しながらも、何度も繰り返し述べてきたよう
に、本稿は、同時に管理会計の内包へと向かう
議論にも焦点を当てねばならないことを強調し
たいのである。前述のように、コントロール論
の方へ舵を切ったなかでも、４つのツールをめ
ぐる管理会計イノベーションの普及の過程の分
析において、管理会計・原価計算の会計的技術
がもつ本質的な原理が静かに貫徹している事態
を見逃すべきでないことを改めて強調しておき
たい。

前述したように、GPM（のちの UVA 法）の
実践的な重要性を認識し、普及させようとした
フランスの論者達の分析が示しているように、
一旦 ABC のような純粋な原価計算の理念モデル

を得た後は、そのモデルの経済的合理化を志向
するものであるということである。そして、そ
の経済的合理化を図ることによって失われる原
価計算上の計算の正確さを担保するための仕組
みを組み入れることになるということである。
その仕組みが TDABC の場合も GPM（UVA 法）
の場合も時間による換算計算における同質性の
意識的創造にあることは言うまでもないであろ
う。こうした意図しない形で進む原価計算の形
態変化こそ、管理会計・原価計算の発展なので
あろう。先に見た換算計算における同質性の意
識的創造のプロセスの道筋こそ、我々が取り組
むべき課題であり、そうした問題設定こそが、

（コントロール論ではない）管理会計発達史論が
目指す方向であると言えるのではなかろうか。

要するに、管理会計の「発展論」と「変化論」
の２つの系譜を分析上の視座とすることによっ
て分かったことは、コントロール論へ向かう外
延的な議論のダイナミズムを現実的に捉える必
要性と、その一方で意図しない形で静かに進む
原価計算・管理会計の形態変化を捉える、管理
会計の内包へ向かう議論を行う必要性が存在す
るということであった。我々はこの二つの必要
性に、常に同時に対峙しなければならないとい
うことである。本稿で明らかにしようとしたも
のは、まさにこのことであった。

４　結び―管理会計発達史論の行方

以上、本稿では Alcouffe et al. （2008）におけ
るフランス人研究者達の研究成果に幾分かの疑
問を持ちながら、「管理会計イノベーションの普
及」とは何かといった課題に取り組んできた。
とりわけ筆者が長く取り組んできた管理会計発
達史論研究の中にこの課題を位置づけ、この領
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域に関する先行研究を渉猟し、整理する試みを
進めてきた。その結果、一つの分析のための概
念を獲得することになった。それが管理会計の

「発展論」と「変化論」の系譜という分析概念で
あった。

これによれば、筆者がかつて『レレバンス・
ロスト』論争に関わって提起した「３つのレレ
バンス・ロスト」のどの「レレバンス・ロスト」
も、管理会計の「発展論」と「変化論」の２つ
の系譜のうちの「発展論」の系譜に属するもの
と位置づけることができた。しかし、そこで確
認しておかねばならないことは、その「３つの
レレバンス・ロスト」がすべて従来の管理会計
論の枠組みを外延的に越えていく契機を持って
いることであった 71）。

同様に、本稿の分析において『レレバンス・
ロスト』と同時期に提起されたことが理解され
た管理会計の「変化論」の系譜も、従来の伝統
的な管理会計論の枠組みを越えていく契機を
持っていることは言うまでもない 72）。この「変
化論」のうちに位置づけられる Alcouffe et al. 

（2008）のアクターネットワーク理論による分析
は管理会計イノベーションの成功をパラドック
スとして捉える視点を持っていたが、これはま
さに管理会計論自体のうちに入り込む議論をす
るのではなく、「管理会計イノベーションの普
及」をアクターによるネットワーク構築活動に
よって説明するという方向に向かう点に力点が
置かれていた。繰り返せば、これはまさに、管
理会計論の内包に向かうというよりも、管理会
計論を出てコントロール論の世界に外延的に広

がっていくものとなっているのである。これを
「変化論」から「発展論」への問題提起の帰結と
見れば、それはこれまでの「発展論」を軸とし
た管理会計発達史論の方法では立ち行かなく
なってきたことの証左であり、「変化論」が提起
する諸提案を認めざるを得なくなってきたとい
うことである。いわゆる「変化論」が示唆する
管理会計の外延的問題である。

例えば、我々は次のような深刻な外延的な問
題群を抱えている。つまり、昨今、財務会計・
財務報告の領域で話題の統合報告（Integrated 

Reporting） 73）が進めている環境や社会さらには
ガバナンス関する情報（ESG 情報）の公表の要
請である。これは、これまでの財務情報の公表
だけでは投資家など多くのステークホルダーの
情報要求を満たすことができなくなってきたこ
とを示唆している。この統合報告の提案の本質
的な意味は、環境・社会・ガバナンス情報を求
めることによって、これまでの財務情報による
一元的な指標をより多元的な形に編成する契機と
なっているのである。この統合報告も本稿でい
う「変化論」の視点からみれば、これまでの「発
展論」のもとで培われた財務報告制度への問題
提起となっていることは間違いないであろう 74）。

この統合報告と類似の視点から、本稿の理論
的な基盤に据えてきたブッカンのコントロール
論をある面で乗り超えようとする試みがある。
それは、新進気鋭のフランス人研究者アンヌマ
リ・モケの「社会的コントロール」の提案

（Moquet （2010））である。これもまた、伝統的
なコントロール論への社会的責任戦略のための

71） この辺の事情については、拙稿（2012）、22-23頁を
参照されたい。

72） その意味で、管理会計の「変化論」の系譜を第４の「レ
レバンス・ロスト」と位置づけることも可能であろう。

73） 統合報告については、エクレス  & クルス（2012）を
参照した。

74） 拙稿（2015b）およびそこで取り扱われている統一論
題のパネリストの諸論考を参照されたい。



－24－

経　済　学　研　究　　第83巻　第１号

新しいコントロール論からの問題提起と読むこ
とができる。これはまた、管理会計領域での「変
化論」から「発展論」への問題提起と同じ構図
を示していると考えられる。実際、彼女の社会
的責任戦略のためのコントロール論は「変化論」
を支える社会学的、制度論的アプローチの成果
を十分に吸収して練り上げられたものであるか
らである。このような「社会的コントロール」
の提案は必然的に組織の内部だけでなく外部の
多くのステークホルダーを巻き込んだ多次元の
ガバナンスを要請することが必然的なものと
なっているからである 75）。

さて、以上の外延的な展開は、そもそもの本
稿の課題「管理会計イノベーションの普及」の
意味を問うなかで見出されたものであった。他
方で本稿は、図表４で示したように、２組、４
つの管理会計ツールを相互に関連させながら分
析することによって、そこから同質セクション
法（MSH）に見られる原価計算・管理会計の一
般原則の重要性を引き出すことになった。その
場合の一つの論拠となったものが、第３節で取
り扱った M. ポーターと R. S. キャプランらのヘ
ルスケアにおける原価問題を扱った論考 Kaplan 

and Porter （2011）であった。それは、彼らが
「時間ベースの ABC」（つまり TDABC）によっ
てヘルスケアの領域に「共通情報基盤」を作り
あげる意味を問うたものであった。それこそ、
管理会計の「発展論」からみた管理会計の内包
的問題としての一つの結論である。

それでは、最後に改めて「管理会計イノベー
ションの普及」とは何であるかを問うてみよう。
本稿でのこれまでの分析では、まだ十全な解答
を用意することはできないが、敢えてそれに答

えようとするならば、いま改めて管理会計の「変
化論」の意義を整理してみる必要があるであろ
う。本研究の成果から言えることは、次のこと
であろう。すなわち「変化論」が、これまでの

「発展論」での議論においては概ね与件とされて
きた社会、組織を始め、そこでの組織戦略・構
造・技術さらに労働編成などをその与件から外
し、そうした与件をも含めた形で管理会計イノ
ベーションの変化・普及の様子を描き出そうと
する試みを行ったことであろう。確かに、アク
ターネットワーク理論は図表３や図表４にある
ような形で管理会計ツールの成功、失敗の根拠
をダイナミックに描き出すことに成功している。
しかし、それによって３つもしくは４つの管理
会計ツールの間の会計計算の構造や機能に関す
る関連などについては不問に付されるままに
なってしまった。実際、アクターネットワーク
理論などの社会学的な方法における課題・目的
は、そうしたところにはないからである。とは
いえ、管理会計の「変化論」の系譜の研究を得
たことによって、我々は管理会計の「発展論」
の系譜の研究では十分な評価を与えられてこな
かった各種の与件群を、それこそ多様な研究方
法をもって改めて取り上げて分析することで、
結果として管理会計ツールが「発展する」プロ
セスを丁寧に跡付けることが可能となったので
ある。その意味で、「発展論」と「変化論」の系
譜の研究は相互に補完的なものとなっているで
あろうし、今後も一層その補完関係は強まって
いくものとなろう 76）。今の時点で言えるのはこ
れくらいであろう。
  ともかく、管理会計の外延的問題としてコン
トロール論があり、管理会計の「変化論」の系
譜の分析視点は管理会計をコントロール論の領
域に強く引き寄せるものとなっている。その場

75） 拙稿（2015a）における筆者の考えるガバナンス・コ
ントロールの構想を参照されたい。
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合、この管理会計論とコントロール論の関係が
国ごとに異なっていることにも注意しておかね
ばならない。つまり「発展論」と「変化論」の
２つの系譜を持つ英国とそれを持たず、かつ管
理会計論とコントロール論がそれぞれ明示的に
区分されているフランスでは、管理会計「変化
論」に対する評価が異なってくるであろう。
Alcouffe et al. （2008） による「管理会計イノベー
ションの普及」の考察が、彼らがこれまで保持
してきたフランスのコントロール論の方法でな
されたということもできるし、フランスに比べ
て管理会計論が広大な学問領域を占領している
英国の方法を採用して、あくまでも英国流の管
理会計方法論を駆使してなされたということも
できる 77）。さらに注記76にも記したように、「管
理会計イノベーションの普及」の考察の意味を
問う場合、英国とは異なる、フランスの管理会
計学、管理学（Science de Gestion ）の研究・教

育における歴史的な条件をも視野に入れて考察
を進めていかねばならないだろう。こうしたフ
ランスの特殊な事情を加味した研究は、今後の
課題としておこう。

  ともかくも、あくまでも筆者の最終的な課題
は、内包的問題としての原価計算・管理会計の
歴史的展開であり、その一般的な原理の解明に
ある。そもそも本質的で重要なものは目には見
えにくい。管理会計「発展論」に依拠するにし
ろ、管理会計「変化論」に依拠するにしろ、さ
らにコントロール論のなかに議論を持ち込むに
しろ、筆者の最終的な課題はそこにある。原価
計算・管理会計の歴史的展開、その一般的な原
理を捉えるためには、気づかれないところで静
かに進む本質的な事態の歴史的推移を捉え、そ
れが何を意味しているのかをじっくりと洞察す
る必要がある。いま求められているのは、そう
した研究態度ではなかろうか。
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